
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●検討会の設置 

今後の介護福祉ニーズの拡大等及び景気好転に伴う他産業への人材流出などの懸念

から人手不足感が広まっている声を背景に、厚生労働省では介護人材を含む福祉人材の

確保対策のあり方について検討を行うことして、この検討の間、介護福祉士資格取得方法

見直しの施行時期を1年間延期し平成28年4月1日とする法律の一部改正（6月25日公布）

が行なわれました。 

 

上記の事態を受け厚生労働省では6月に福祉人材確保対策検討会を設置し、検討を重

ね7月25日の第４ 回検討会において、「介護福祉士資格取得方法見直しの方向性につい

て（中間整理メモ）」をまとめました。 

 

●資格取得方法の見直し 

（この中間整理メモでは、） 

 

１ ．基本的な考え方として、介護福祉士を介護職の中核的存在として位置付け、社会的

評価を確立する方向性を目指すこととし、「介護ニーズの高度化に対応した質の向上

を図り、「量」と「質」の好循環を生み出す」ため、地域包括ケアに対応した、より

専門性を高めていくことのできる教育体系の確立、専門性に応じた役割と位置付けのあ

り方等について、総合的な観点から検討を進めるとしております。 

厚生労働省の福祉人材確保対策検討会で 

介護福祉士資格取得方法の見直しの方向性を

提示！ 



 

２ ．当面の対応としては、「人材の資質の向上に配慮しつつ、裾野の拡大を図る」とし

て、 

①養成施設ルートは、諸事情を踏まえつつ、基本的な考え方と併せた議論を行う必要が

あることから、平成28年度からの国家試験義務付けを延期する（施行時期については

法令改正で対応）。 

ただし、 

・養成施設による進級・卒業時の統一試験等、教育の質の確保を法令上担保 

 

②実務経験ルートは、実務者研修受講の義務付けを平成28年度から施行。 

ただし、 

・現在の負担軽減措置（科目の読み替え、通信教育の活用等）に加え、 

・受講しやすい環境整備（受講期間を最大限柔軟にする等）を進めるとともに、その他

の方策（実務経験要件の運用の在り方等）について引き続き検討する。 

 

③福祉系高校ルートは、国家試験を引き続き実施。 

ただし、 

・他業種からの転職者の参入を促進するため、通信課程での養成の在り方を見直した

上で活用を検討するとともに、その他の負担軽減を図るための方策についても検討する。 

 

●検討会の継続 

本検討会は今後も引き続き継続されることとなりますが、協会としては、介護福祉士資

格取得方法見直し施行時期の延期を受けて 5 月 30 日に厚生労働省社会・援護局長あて

に提出した介護福祉士資格取得方法の一元化の実施、国家試験は養成施設の 1,850時間

の教育内容によること、早急な養成施設ルートへの一本化等要望書の内容を実現するよ

う引き続き強く要望してまいります。 

 

〔検討会の様子〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 






